予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名: ぎふの田舎の魅力アップ支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農村振興課　農村企画係　電話番号：058-272-8460
　　　　　　　　   　　　 E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,500千円（前年度予算額：1,000千円）

	要求内容


	１　要求の内容


本県の変化に富んだ自然環境とそこで営まれる農林漁業を一体的に地域資源と捉え、それらを活用した都市と農村の交流を促進するため、農村滞在型の体験活動を進める「グリーン・ツーリズム」や農村地域と企業等との協働活動を進める「ぎふ一村一企業パートナーシップ運動」の農村側の受入体制づくり、交流・協働活動の企画づくり及びその実践といった活動を支援する。
　（１）事業主体

　　　　都市住民や企業等との交流・連携活動の受入を行う農村側実践団体
　（２）補助率

　　　　定額　※ただし、1団体当たりの補助金の上限を500千円とする。

（３）補助対象事業

グリーン・ツーリズムやぎふ一村一企業パートナーシップ運動など、都市住民　や企業等との交流・協働を進めるための新たな取組
	２　所要経費


補助金　2,500千円（500千円＊5団体）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	自然、文化など農村の豊かな地域資源を生かした都市との交流を促進し、交流人口の増加による農村地域の活性化を図るため、人材育成やネットワーク強化などの受入体制づくりと効果的な情報発信を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	農林漁業体験施設数

(ぎふ農業・農村基本計画)
	－
（H  ）
	72箇所
（H21）
	70箇所
（H22）
	81箇所
（H23）
	90箇所
（H27）
	90％


	農林漁業体験者数

(ぎふ農業・農村基本計画)
	－
（H  ）
	118千人
（H21）
	127千人
（H22）
	137千人
（H23）
	150千人
（H27）
	91％


	ぎふ一村一企業パートナーシップ運動登録数

(ぎふ農業・農村基本計画)
	－
（H  ）
	8団体
（H21）
	8団体
（H22）
	13団体
（H23）
	18団体
（H27）
	72％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	地域資源を生かしたグリーン・ツーリズムなど、地域ぐるみで都市住民や企業等との交流を行う農村側実践団体の新たな取組を支援するため、事業実施を希望する事業者を公募し、事業を実施中。

【公募期間】6月14日（木）～7月13日（金）

【応募者数】1団体

【採択者数】1団体



（平成24年度の成果）

	農村地域の持つ教育力を生かした教育旅行を受け入れる体制づくりとメニュー作りが行われる見込み。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	農村の地域資源を生かし、グリーン・ツーリズムやぎふ一村一企業パートナーシップ運動を進めることは、都市住民や企業等を農村へ呼び込み、農村地域の活性化につなげる事業として重要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	県内各地にグリーン・ツーリズムの受入組織が設立され、地域の特色を生かした受入活動が展開されるようになり、県内での農林漁業体験者数は増加している。

一方、企業等の社会貢献活動が求められる中、企業や大学等が関わるむらづくり活動が県内各地で見受けられるようになり、そこから交流活動や協働活動へと広まりつつある。

　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　公募型の事業であり、地域に根差した事業が効率的に実施できる。



（今後の課題）

	　事業の受け皿となる地域ぐるみの受入体制づくりを進める必要がある。



（次年度の方向性）
	　都市住民を中心に農山村の地域資源を生かしたグリーン・ツーリズムのニーズは高く、愛知県を中心とした東海地域の都市部にお住まいの方をターゲットとして、農村地域への誘客を図るため、地域の実情に応じた受入体制づくりや情報発信を支援する。



